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「アフオーダブルハウジングの供給策」解説
講演要旨
世界中の主要な国々が、住宅のアフオーダピリ
ティ(解説者注:支払い可能性、取得可能性とい
うような意味で、賃貸、購入のいずれに対しても
使われる。)の問題をかかえているが、この問題
に対する考え方も次第に変化してきていると思う。
歴史的には、多くの聞の住宅政策は、まず、人々
の住宅ニーズを把握し、政府がそのニーズに応え
ていくためのメカニズムを作り上げて行くという
形で展開してきた。
しかし、この20年間ぐらい、住宅を一般の商品
と同じように、市場メカニズムの中で扱うべきだ
という考え方が強くなってきた。つまり、人々が
余裕を持って適当な住宅に住めるかどうかという
点が問題にされるようになってきたのである。
従来の「ニーズ」に替わって、「アフオーダピ
リティ」と言う言葉が出てきたと言えよう。ヨー
ロッパのほとんどの国において、そういう傾向が
見られるし、とくにアメリカにおいては、もとも
と市場志向の強い国であるという事もあり、盛ん
にこのアフオーダピリティについての議論が行わ
れている。
このアフオーダピリティについては、次の3つ
の要素について考える必要がある。
1 )買うにしても借りるにしても、実際に入居
する住宅の水準がどうか。この場合、水準として
は、部屋数や面積、暖房、浴室などだが、世帯の
条件に応じてその水準を決める。
2)世帯所得は支払い能力の基盤として重要で
ある。妻の所得を含めるか否か、月毎に考えるか、
年間の平均をとるかといった、定義を明確にして
考える必要がある。
3)世帯構成については、世帯人員のほか、病
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人や身障者を抱えているか否か、その他の支払い
責任を負っているか否かなど、支払い能力に影響
する様々な要因を考えておく必要がある。
次に、このアフオーダピリティのとらえ方につ
いては、 2種類のアプローチがある。
まず、簡単な方法として、所得に対して何割を
住居費に当てられるかを考える。定義の問題もあ
るが、およそ20%ぐらいという数値が良く問題に
なる。アメリカでは、 35ないし40%という数字に
なっているが、定義が異なっており、家賃以外の
水道、電気、ガス、税金、その他、住居にかかる
すべての費用が含まれているためである。
また、持ち家所有の場合は、賃貸住宅の場合と
異なっていて、ローン返済が初年度で40%を超し
ていたとしても、いずれ所得が増えてくれば、負
担率は下がって行くと期待できる。また、インフ
レによって負担が軽減化される場合もある。
これとは異なって、イギリスとアメリカで定着
しつつあるアフオーダピリティのもう一つの考え
方は、所得から住居費を払っても、その残りで衣
食、教育といった費用を負担して行けるかどうか、
という見方をとる。住居費の比率は、世帯構成や
所得によって変わる事になる。
どこの国でも、このアフオーダピリティの問題
がなかなか解決できない理由としては、その第ー
が所得分布にある。所得分布が不均等になるほど、
その社会の価値基準に見合った住宅に住めない低
所得層が増えるからである。
第2番目に、住居費の上昇が一般物価以上にな
りやすいと言う問題が挙げられる。住宅はその資
金調達に関して、他の資本財との競合を強いられ
るから、それが供給コスト上昇の一要因になる。
また、長期耐久財の特質として、需要と供給のパ
120 総合都市研究第58号 1996
ランスが回復しにくい。住宅価格や家賃がその算
出根拠となる生産コストから、耳障離しやすいので
ある。
最後に、住宅に対する社会一般の要求水準が上
昇し、結果として、アフオーダピリティの問題が
いつまでも解決しないと言う形になる。所得の上
昇が、要求水準の上昇に追いつけないのである。
それでは住宅政策として、この問題に対して政
府に何ができるのか。その第ーとしては、難しい
事だが、住宅供給のコストを下げると言うことで
ある。具体的には規制を緩和して土地の供給を増
やし、水道やガス、電気の供給を行い、さらに資
金の供給をして住宅の価格を下げていくというこ
とである。どこの国の土地利用規制も住宅用の土
地供給を抑える傾向があり、結果として地価を引
き上げている。
次に住宅金融に関しては、大体どこの国でも、
何らかの特別扱いをし保護しているものだが、実
際にはこの金融システムから除外されてしまう人々
も多く、こういう人々の負担は過重になってしま
うのである。また住宅価格や家賃も多くの国にお
いて、なんらかのかたちで管理されているが、こ
れもその恩恵を受けられない人々の負担を過重に
している。
経済学者は市場メカニズムを円滑にすれば良い
と言うが、多くの国の住宅政策は、逆に市場介入
的な方法をとっている。国連とOECDの議論で
は、住宅市場の規制を緩和する方向の意見が出て
いる。しかし、かりにそれがうまく行ったとして
も、住宅投資の資金は他の部門と競合するから、
貧困層にとっては住宅は相変わらず高価なものに
なってしまう O
そこで、政府はまた、直接供給、あるいは減税、
金利助成などの手を打たねばならなくなる。こう
した恩恵を一部の人でなく、広く一般のひとに拡
げるとなると、住宅の需要は増えるが、供給が追
いっかなければ、住宅の価格の上昇を引き起こす
ことになる。
結局、こうした状況の中で政府のとれる方策は
貧困層を対象にした直接供給に徹するか、供給は
民間市場に任せ、政府はアフオーダピリティの問
題を抱えている中低所得層の人々に助成をしてい
くか、のいずれかにならざるをえない。
現在、ヨーロッパの多くの国では、政府による
直接供給ぞ家賃助成等によって安い家賃を実現す
る、規制と補助金支給の混合方式という政策を断
念し、市場の生産コストを反映した家賃、規制緩
和による民間供給の促進、低所得層にたいする集
中的助成といった政策へと移行しつつある。
アメリカは伝統的に後者のタイプであったが、
ホームレスの問題が深刻化しているし、チェコや
ハンガリーでは、かつて社会主義的な住宅制度で
あったが、今では個人による持ち家制度と民営化
による高家賃の問題が起こっている。
ヨーロッパにおける、このような住宅政策の力
点の変化の理由として、住宅数の増加により、世
帯数を上回る住宅がストックされ、新住宅を建設
し続ける必要を感じなくなっていると言う事があ
るoまた、住宅を公共投資の対象として重視しな
くなってきている。更に、最低限の住宅が概ね確
保できた後は、住宅の選択の自由を拡大すべきだ
とも考えられている。
ヨーロッパやアメリカの政府は、公共部門の住
宅供給は非効率で、とくに住宅管理の効率が悪い
と考えている。直接供給に無駄なお金をかける代
わりに、低所得層に集中的に助成していくと言う
考え方になっているのである。
イギリスの保守党政治は、住宅政策においても、
民営化と規制緩和を行なった。金融については住
宅部門の特別扱いを止め、一般金融の一部に組み
入れた。家賃統制を解除し、ハウジング・アソシ
エーションはコスト・レベルでの家賃設定をでき
るようになった。公営住宅への補助金も減額した。
結果として、家賃は値上りし、この高い家賃を払
えない階層が出るので、低所得層には住宅給付金
を支給したのである。現在ではイギリス全体で約
20%の世帯がこの住宅給付金をもらっている。ま
た、公営住宅の居住者にその住宅を売却した。
こうした一連の政策の結果、全体として家賃も
金利コストも上がったが、持ち家が手に入りやす
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くなったとか、住宅が借りやすくなったとか、貧
困層に給付金が支給されるようになったなどの効
果が上がったのである。今なお、持ち家を所有し
ていても住宅ローンの返済に苦しんでいる人がい
たり、借家層にもまだ問題が残されている。貧困
な世帯に十分な援助をするためには、従来型の住
宅政策にかかる費用をさらに削減していく必要が
ある。
解説(紹介と感想)
クリスチーヌ・ホワイトヘッド女史は、ロンド
ン大学経済学部の学部長であり、ハウジング・コ
ースの責任者(ヘッド)でもある。また、イギリ
ス保守党の住宅政策のブレーンの一人として、そ
の住宅政策の展開に重要な役割を果たしている。
ケンブリッジ大学の出身であり、その学問的背景
はランド・エコノミストで、自らも経済学者とは
一線を画した位置付けをしている。英国を代表す
るハウジング・エコノミストであると紹介するの
が一番適切であろう。その講演の論旨は明解であ
り、住宅に関する諸制度の詳細を実に良く熟知し
ておられる。今回の講演はアフオーダピリティと
いう視点から、各国の住宅政策の動向とその考え
方の変化を解説していただいたものである。
その内容は、上記の講演要旨のとおりであるが、
日本の住宅政策の現状を考える上でも、示唆に富
むことの多いものになっている。
講演内容についての解説は不要だと思うので、
ここでは日本の住宅政策との対比において、筆者
の感想を記すことにする。なお、英国住宅政策の
動向について一応の理解がないと、本講演の一部
は少し理解しにくいところがあるかもしれない。
これについては、他の文献を参照して頂きたい。
わずかの紙幅で解説しきれないことをご理解いた
だきたい。
まず印象に残ったのは、アフオーダピリティと
いう概念が、世帯所得の何%であるべきかといっ
た負担力の問題であると同時に、社会的に承認さ
れる住宅の水準自体が大切であると言うくだりで
あった。この考えを突き進めると、住宅政策とし
て立派な住宅を安価に直接供給すれば、それだけ
住宅政策の負うべき責任は拡大すると言わざるを
えなくなる。国民全体に同水準の保証をするとな
ると、膨大な資金が必要になる。本講演の中では、
はっきりとは言っていないが、私的な対話の中で
は、そういう事を言っていたのを記憶している。
日本の住宅政策では、今でも「住居水準の向上」
がその最大の課題とされている。これに対応して
とられている、公団、公社、公営といったいわゆ
る階層別住宅供給政策の中では、アフオーダピリ
ティというような割り切った政策理念は、ぼやけ
ざるを得ない。
外国で多用される用語が、すぐに受け入れられ
る日本の住宅問題関係研究者の間でも、このアフオ
ーダピリティという言葉に関してはいまもって定
訳がないというか、はなはだ歯切れが良くない。
住宅問題研究の日本的特質と言って良いかもしれ
ない。
日本の住宅政策においても、最低居住水準とい
う物差しが設定されているのだから、これを達成
するための供結コスト、収入階層に応じた適正負
担、アフオーダピリティを保証するための財政負
担の限界といった議論は可能なはずである。しか
しながら、我々の場合、最低居住水準という概念
は、一種の誘導居住水準のように理解されること
が多い。新規供給を重視した階層別供給と言う住
宅政策が最低居住水準と言う概念に馴染まない。
最低居住水準についての社会的合意がないと、ア
フオーダピリティの議論がしにくいのである。
次に興味を引いたのは、市場メカニズムによる
住宅供給の限界を明確に踏まえた視点が述べられ
た事である。住宅市場というのは、長期の耐久財
であるとか、土地にかんする諸制度と結合してい
ること、需給メカニズムの機構が円滑に機能しな
い事が多いこと等、楽観的な市場活用論者とは異
なる視点に立っていることにも注意すべきであろ
う。講演後の私的対話の中でも、経済学者一般に
対するやや批判的な発言をしていたことが思いだ
される。
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全体的な印象として、英国の保守党ブレーンと
して重用されるだけあってのたしかな政治信念、
英国的な知性、現実的な政治的価値感覚といった
ものに深い感銘を受けた。
外国のことであるから、あまり細かな技術論よ
りも、全体的な流れとか、講演者の知的雰囲気と
いったものを、まずは感じ取るべきなのであろう。
以上、簡単であるが、紹介と感想をもって、解
説に替えさせて戴く。
